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１ 本市の行政改革 

(1) 行政改革の目標と視点・推進項目について 

本市では、令和５年４月に策定した「第３次小田原市行政改革実行計画」（計画期間：

令和５年度～令和９年度）に基づき、行政改革の取組を進めてきました。  

本計画では、「将来を見据えた行財政運営の推進」を目標に、市民ニーズ等を的確に

把握しつつ、行政経営資源を適切に配分することにより、減量型の改革と質の向上を両

立させ、市民満足度の向上を目指してきました。計画の推進に当たっては、次の体系図

に示す３つの視点と８つの推進項目に基づき取組を進めてきました。 

なお、第７次小田原市総合計画との整合を図るため、新たに「第４次小田原市行政改

革実行計画」（計画期間：令和８年度～令和 14 年度）を策定したことから、「第３次小

田原市行政改革実行計画」は令和７年度をもって終了しました。 

 

【目標】       【視点・推進項目】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【視点・推進項目】 

（１）公民連携の推進 

（２）デジタル技術の活用 

（３）市民の視点に立った行政サービスの提供 

（１）歳入確保の取組 

（２）歳出抑制の取組 

視視 点 ３ 

持続可能な財政基盤の確立 

視視 点 ２ 

 行政サービスの質の向上 

視視 点 １ 

効率的・効果的な行財政運営 

（１）事業見直しの徹底  

（２）業務の効率化・生産性の向上 

（３）効率的な組織体制の構築 
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(2) 取組結果について 

計画に位置付けた「量の改革」及び「質の改革」の取組結果について、年度ご
とに取りまとめ、報告しています。特に、「量の改革」については事業費及び人
件費に係る財政効果額を年度ごとに算出し、報告しています。 

令和７年度が計画の最終年度となったことから、計画期間である令和５年度か
ら令和７年度までの３ヶ年における取組結果を実績報告としてとりまとめるも
のです。 
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２ 第３次小田原市行政改革実行計画の取組結果 

(1) 「量の改革」について 

「量の改革」の取組における計画期間中の事業費及び人件費ベースの財政効果
の累積額を、以下のとおり、推進項目別と会計別に示します。 

令和５年～７年度（３ヶ年）の財政効果額については、約５億８千４百万円と
いう結果となりました。 

なお、個別の取組の実績については、参考資料を参照してください。 
 

◆推進項目別の財政効果額 

（単位：千円） 

視 点 ・ 推 進 項 目 
事業費ベース 

（ ① ） 
人件費ベース 

（ ② ） 
財政効果額 
（①＋②） 

視点１ 効果的・効率的な行政運営 △60,108 194,086 133,978 

 (１) 事業見直しの徹底 12,479 43,661 56,140 

 (２) 業務の効率化・生産性の向上 △72,587 150,425 77,838 

 (３) 効率的な組織体制の構築 ― ― ― 

視点２ 行政サービスの質の向上 20,174 57,572 77,746 

 (１) 公民連携の推進 22,349 1,600 23,949 

 (２) デジタル技術の活用 △2,175 55,972 53,797 

 
(３) 市民の視点に立った行政サービ

スの提供 
― ― ― 

視点３ 持続可能な財政基盤の確立 121,699 250,778 372,477 

 (１) 歳入確保の取組 248,956 0 248,956 

 (２) 歳出抑制の取組 △127,257 250,778 123,521 

合計 81,765 502,436 584,201 

 

◆会計別の財政効果額 

（単位：千円） 

会   計 
事業費ベース 

（ ① ） 
人件費ベース 

（ ② ） 
財政効果額 
（①＋②） 

一 般 会 計 78,359 493,536 571,895 

特 別 会 計 3,406 8,900 12,306 

企 業 会 計 0 0 0 

合計 81,765 502,436 584,201 
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【参考】計画期間（令和５～９年度）内の財政効果額  

（単位：千円） 

会   計 
事業費ベース 

（ ① ） 
人件費ベース 

（ ② ） 
財政効果額 
（①＋②） 

一 般 会 計 
Ｒ５～Ｒ９計 

(Ｒ５～Ｒ７実施分) 

1,425,250 

(404,816) 

569,764 

(531,332) 

1,995,014 

(936,148) 

特 別 会 計 
Ｒ５～Ｒ９計 25,128 

(12,578) 

27,393 

(11,513) 

52,521 

(24,091) (Ｒ５～Ｒ７実施分) 

企 業 会 計 
Ｒ５～Ｒ９計 

(Ｒ５～Ｒ７実施分) 

3,096 

(3,096) 

5,955 

(5,955) 

9,051 

(9,051) 

 

※財政効果額の考え方                                  

①事業費ベース：広告収入の確保や委託料の削減などの取組によって、従前と比較した場

合、どの程度の歳入増加や歳出削減につながったかを効果額として表し

ています。なお、取り組む際に必要となった経費については、この効果

額から差し引くこととしています。 

②人件費ベース：事務の効率化や組織の見直しなどによる人工の削減を、一定の基準によ

り人件費換算し、効果額として表しています。 

 

(2) 「質の改革」について 

「質の改革」として、令和５年～７年度（３ヶ年）における取組の目標達成状
況を、以下のとおり、推進項目別に示します。 

なお、個別の取組の実績については、参考資料を参照してください。 
 

◆推進項目別の目標達成状況 

視 点 ・ 推 進 項 目 実施した取組数 
そのうち 

目標を達成した 

取組数 

視点１ 効果的・効率的な行財政運営 26 13 

 (１) 事業見直しの徹底 18 8 

 (２) 業務の効率化・生産性の向上 7 4 

 (３) 効率的な組織体制の構築 1 1 

視点２ 行政サービスの質の向上 35 16 

 (１) 公民連携の推進 9 3 

 (２) デジタル技術の活用 16 8 

 (３) 市民の視点に立った行政サービスの提供 10 5 

視点３ 持続可能な財政基盤の確立 ― ― 

 (１) 歳入確保の取組 ― ― 

 (２) 歳出抑制の取組 ― ― 

合計 61 29 
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(3) 「重点推進項目」における主な取組と今後の課題 

本計画では効果の大きい取組や全庁的に定着させ取り組まなければならない重要な

６項目を「重点推進項目」と位置づけています。令和５年度から令和７年度までの３ヶ

年における主な取組と今後の課題は次のとおりです。 

 

① 事業見直しの仕組みの構築 

[主な取組] 
行政評価として、毎年、総合計画評価及び事務事業評価を実施した。事務事業評価に
より、各事業の評価・振り返り（妥当性・有効性・効率性（費用対効果）・その他改
善を図った点など）、今後の方向性（継続実施、見直し・改善、完了・休止・廃止）
を判断することで、定期的な事業の見直しを図った。 
さらに、令和７年度には、市総合計画第 1 期実行計画の策定にあわせ、全庁的な事務
事業の見直し（棚卸し・総点検）を実施した。 
 
[今後の課題] 
令和７年度の見直し作業を踏まえ、定期的に事務事業の見直しを図る仕組みづくりが
必要である。 
 

② 公民連携の推進 

[主な取組] 
民間提案制度による民間事業者等の力を積極的に取り入れ市の取組に生かした。具体
的な取組としては、消防の防火衣に協賛企業名のワッペン貼付や、歴史的建造物の民
間活用を図ることで、一定の収入を得るとともに、財政負担を軽減した。  

 
[今後の課題] 
民間提案制度は公民連携の有効なツールであるが、提案内容によっては、調整に係る
事務負担や実現に係る事業費など、運用面においてさまざまな課題があるため、基準
を改める等、今後見直しを図っていく必要がある。 
 

③ デジタル化の推進 

[主な取組] 
市の業務において、文書管理・電子決裁システムを導入し、データによる文書管理と
ともに、これまで押印していた決裁をデジタル化した。また、申請者の負担軽減やス
ムーズな手続きを実現する書かない窓口やキャッシュレス決済の導入によって、市民
の利便性向上や業務の効率化を進めた。さらに、RPA システムを活用し、データ入力
作業等の自動化により、作業時間の削減につなげた。 
また、令和７年度には、デジタル関連施策の再構築作業において、施策全般に係る考
え方や進め方を整理し、効果検証と必要に応じた見直しを図るとともに、新たな取組
として、庁内向けの生成ＡＩサービスや議事録作成支援システムを導入し、業務の効
率化を図った。 
 
[今後の課題] 
さらなる市民の利便性向上や業務の効率化を図るため、デジタル化は必要であるが、
その導入運用については費用対効果や必要性を十分に検討し、推進する必要がある。  
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④ 市有財産の有効活用  

[主な取組] 
市役所前庭の有効活用について、令和４年度から令和５年度までの２年間の実証（ト
ライアルサウンディング）を経て、令和６年度に有償化による前庭利用を開始し、令
和７年度以降、引き続きキッチンカーやイベント等に活用され、新たな歳入も得るこ
とができた。 
 
[今後の課題] 
市有財産のさらなる有効活用（施設名、空間・スペース、駐車場、不用品など）によ
り歳入を得る取組みを増やす必要がある。 
 

⑤ 受益者負担の適正化 

[主な取組] 
第３次行政改革実行計画の策定に合わせて改訂した「受益者負担の在り方に関する基
本方針」に基づき、令和６年度に、見直し対象とする使用料及び手数料にかかわる原
価算定調査を全庁的に実施した。直近３年間（令和３～５年度）の経費を調査し、受
益者に負担いただく額を算定した。 
令和７年度には、料金改定について市民及び利用者の意見を聴取するため、アンケー
ト調査を実施した。 

 
[今後の課題] 
原価算定調査に基づく見直し対象の施設使用料について、市民及び利用者の意見を踏
まえ、料金改定を検討していくとともに、定期的に見直しできる体制を整えていく。 
 

⑥ 補助金・負担金の適正化 

[主な取組] 
公益性（必要性）・有効性・適正性のいずれの基準も満たすもの（令和２年市通達第
２号）として、各所管において見直すこととしている。 
見直しの具体的な実績としては、令和５年度に、「小田原市休日・夜間急患診療所運
営費負担金」について、これまでの３町からの負担金に加え、足柄上地区１市５町か
らも負担金を徴収することで適正化を図った。 
 
[今後の課題] 
「①事務事業の見直しの仕組みの構築」と合わせ、定期的な見直しを実施していく必
要がある。 
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参考資料 

（視点及び推進項目別の個別の取組結果） 
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視点１ 効率的・効果的な行財政運営 

（１）事業見直しの徹底 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 
富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会

議の在り方の検討 
20 2,502 2,522 R7 一般 企画政策課 

２ 広域証明発行サービス事業の廃止 81 5,004 5,085 R7 一般 戸籍住民課 

３ 耐震シェルター等設置費補助金の廃止 250 2,055 2,305 R5 一般 防災対策課 

４ 街頭消火器の更なる削減に向けた見直し 12,056 0 12,056 R6 一般 防災対策課 

５ 子ども・子育て会議の委員数の見直し 72 0 72 R7 一般 子ども政策課 

６ 生涯現役推進事業の在り方の検討 0 34,100 34,100 R6 一般 企画政策課 

 

（２）業務の効率化・生産性の向上 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 紙媒体での昇給通知書の見直し 0 320 320 R6 一般 職員課 

２ 
文書管理・電子決裁システムの導入による

文書管理事務の効率化 
△73,920 123,405 49,485 R5 一般 総務課 

３ 
財務会計システムと文書管理システムの連

携による収入・支出伝票の電子決裁導入 
147 5,300 5,447 R6 一般 出納室 

４ 文化財公開事業の見直し 0 1,600 1,600 R6 一般 文化財課 

５ 
地球温暖化対策に係る各種普及啓発事

業の統合 
150 2,055 2,205 R5 一般 

ゼロカーボン 

推進課 

６ 
畜犬登録・狂犬病予防注射事業に係る集

合注射の段階的廃止 
370 2,055 2,425 R5 一般 環境保護課 

７ 
国民健康保険の限度額適用認定証一斉

更新に係る手続き勧奨通知の廃止 
756 0 756 R6 特別 保険課 

８ つくしんぼ教室行事の見直し 0 2,055 2,055 R5 一般 
子ども若者 

支援課 

９ 
イベント周知に係る逓送便を活用した業務

の効率化 
0 2,055 2,055 R5 一般 観光課 

10 パンフレットの定期便化による業務の効率化 0 1,678 1,678 R5 一般 観光課 

11 公共料金の口座引落の促進 △90 600 510 R5 一般 出納室 

12 小田原市幼年防火委員会事業の見直し 0 1,251 1,251 R6 特別 予防課 

13 救急蘇生法における各種講習の合理化 0 13 13 R6 特別 救急課 

14 上級救命講習における講習時間の合理化 0 130 130 R5 特別 救急課 

15 市政研究会の廃止（議員懇話会へ統合） 0 402 402 R5 一般 議会総務課 

16 火曜延長及び休日窓口開庁の廃止 0 7,506 7,506 R7 特別 保険課 

１ 量の改革 
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視点２ 行政サービスの質の向上 

（１）公民連携の推進 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 
公民連携による歴史的建造物の民間活用

(清閑亭、豊島邸) 
19,499 0 19,499 R6 一般 文化財課 

２ 
地場産業等トータルプロデュース講座の見

直し 
200 1,600 1,800 R6 一般 産業政策課 

３ 
みんなで消防士さんを応援しよう！プロジェ

クト事業 
2,650 0 2,650 R5 特別 消防総務課 

 

（２）デジタル技術の活用 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 議事録作成に係る業務の効率化 0 2,502 2,502 R7 一般 
企画政策課 

デジタル推進課 

２ 
システム導入による職員採用事業の効率

化 
△3,000 4,110 1,110 R5 一般 職員課 

３ RPA・AI-OCR 利用による業務の効率化 0 41,135 41,135 R5 一般 デジタル推進課 

４ 生活保護利用者の預貯金調査の効率化 750 0 750 R7 一般 生活援護課 

５ 
議会資料のペーパーレス化の推進に伴う用

紙等経費の削減 
75 8,225 8,300 R5 一般 議会総務課 

 

視点３ 持続可能な財政基盤の確立 

（１）歳入確保の取組 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 
企業版ふるさと納税の積極的な活用に向け

た支援サービスの導入 
33,933 0 33,933 R5 一般 企画政策課 

２ ふるさと納税（個人版）の積極的な活用 109,677 0 109,677 R5 一般 企画政策課 

３ 
ふるさと納税を活用したクラウドファンディン

グの実施 
9,871 0 9,871 R5 一般 企画政策課 

４ 広告収入の拡大 720 0 720 R7 一般 企画政策課 

５ 
小田原市休日・夜間急患診療所運営費負

担金の適正化 
93,595 0 93,595 R5 一般 健康づくり課 

６ 市営住宅使用料の滞納整理業務の強化 △181 0 △181 R6 一般 建築課 

７ 本庁舎前庭の有効活用 1,341 0 1,341 R6 一般 財産管理課 
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（２）歳出抑制の取組 

No. 取組名 

財政効果額（千円） 
実施

年度 

会計

種別 
担当課 事業費 

ベース 

人件費 

ベース 
合計 

１ 
庁内会議等におけるペーパーレス化の推

進 
13,719 0 13,719 R6 一般 企画政策課 

２ 議案書等のペーパーレス化 750 8,225 8,975 R5 一般 
総務課 

財政課 

３ 市民集会施設の見直し 132 0 132 R7 一般 地域政策課 

４ 防災服の見直し 860 2,055 2,915 R5 一般 防災対策課 

５ 尊徳記念館の開館日の見直し 198 249 447 R7 一般 生涯学習課 

６ 図書館学習イベント開催事業の見直し 100 2,055 2,155 R5 一般 図書館 

７ 
障がい者施設等通所者交通費助成事業

に係る助成金額の見直し 
654 0 654 R7 一般 障がい福祉課 

８ 給食調理業務の委託化 △143,720 224,028 80,308 R6 一般 保健給食課 

９ 
防災・発災時におけるタブレット端末の活

用による議員への情報提供等 
50 4,110 4,160 R5 一般 議会総務課 

10 
本会議及び委員会の出席者の効率化を

図ることによる人件費の削減 
0 10,056 10,056 R5 一般 議会総務課 
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視点１ 効率的・効果的な行財政運営 

（１）事業見直しの徹底 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 
電話機能の見直し（業務終

了アナウンスの導入） 
導入率（％） ― 100 

100 

[R５年度] 
企画政策課 

２ 
サマーレビューの実施による

予算編成事務の軽減 

予算編成事務に係る

削減人工数（人工） 
― 0.5 

0.5 

[R５年度] 

企画政策課 

財政課 

３ 
小田原競輪事業の収益の  

向上 
一般会計繰出金 1 億円/年 1 億円/年 

3.3 億円/年 

[R7 年度] 
事業課 

４ 
地域コミュニティ組織との協

働によるまちづくり 
取組分野数 114 分野 119 分野 

118 分野 

[R7 年度] 
地域政策課 

５ 
市美術展の効率的な会期の

見直し 

市美術展会期中にお

ける鑑賞者数（人） 
1,500 2,250 

2,325 

[R7 年度] 
文化政策課 

６ 
おだわら市民学校事業の見

直し 
受講者人数（人） 124 126 

105 

[R7 年度] 
生涯学習課 

７ 
小田原文学館管理運営事

業の見直し 
入館者数（人） 4,500 8,500 

6,008 

[R7 年度] 
図書館 

８ ごみ減量・資源化の推進 

家庭ごみにおける１人１

日当たりの燃せるごみ

総排出量（ｇ）／資源

化率（％） 

497ｇ

/24.9％ 

469ｇ

/25.2％ 

462ｇ

/22.1％ 

[R7 年度] 

環境政策課 

９ 
市有施設への省エネ・再エネ

設備の導入 

市役所で実施する事務

事業により排出される

温室効果ガス 

35,900ｔ 

-CO2 

27,251ｔ 

-CO2 

29,621t-

CO2  

[R7 年度] 

ゼロカーボン 

推進課 

10 
災害時医療救護体制整備

事業の見直し 

衛生材料等必要物品

の配置学校数（校） 
8 8 

8 

[R7 年度] 
健康づくり課 

11 
子育て支援フェスティバル開

催事業の見直し 
来場者数（人） 500 1,000 

700 

[R7 年度] 
子ども政策課 

12 
空き店舗等の利活用促進に

係るエリアの拡大 

補助金の交付件数 

（件） 
0 6 

３ 

[R7 年度] 
産業政策課 

13 
新規就農者に対する市単独

事業補助金の見直し 
新規就農者数（人） 71 111 

116 

[R7 年度] 
農政課 

14 
小田原みなとまつり開催事業

の見直し 

みなとまつり内のイベン

ト参加者数 
5,771 1,700 ※1 

7,097 

[R7 年度] 
水産海浜課 

15 
持続可能な消防団体制の構

築 

消 防 団 員 の 充 足 率

（％） 
99 99 

96 

[R7 年度] 
消防課 

16 消防団施設の再整備 
消防団施設の耐震化

（％） 
63 100 

66 

[R7 年度] 
消防課 

17 
消防団車両・資機材の再整

備 

消防団装備の基準充

足率（％） 
20 50 

50 

[R7 年度] 
消防課 

18 

小田原市デザインマンホール

蓋設置事業の区域拡大・見

直し 

デザインマンホール蓋

設置件数（件） 
15 25 

18 

[R7 年度] 
下水道整備課 

※1 「新しい生活様式」を踏まえた事業規模を目標値として設定  

 

 

２ 質の改革 
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（２）業務の効率化・生産性の向上 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 
多様な働き方の促進によるワ

ーク・ライフ・バランスの充実 

リモート用パソコン（100

台）の１日当たりの使用

率（％） 

27.3 80 
32.5 

[R７年度] 

企画政策課 

職員課 

デジタル推進課 

２ 
災害対策本部チーム制の見

直し 

職員各自の部局の業

務内容把握率（％） 
― 100 

100 

[R５年度] 
防災対策課 

３ 
小田原ブランド推進事業の見

直し 

関係団体に関する業務

時間（時間） 
30 10 

10 

[R７年度] 
産業政策課 

４ 
企業市民まちづくり協議会の

運営の見直し 

意見交換を行う事業所

代表者 
14 28 

12 

 [R７年度] 
産業政策課 

５ 
農林道等に係る要望等への

対応・処理の効率化 
要望の処理率（％） 80 85 

84 

[R７年度] 
農政課 

６ 
消防職員への教育・研修の

効率化 

リモート参加導入研修

数に対するリモートでの

参加率（％） 

― 50 
100 

[R７年度] 
消防総務課 

７ 
DBO 事業における情報共有

の効率化 
システム運用実施時期 ― R５年度 

実施済み 

[R５年度] 
水道整備課 

（３）効率的な組織体制の構築 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 消防署所の再整備 
令和４年度以降で再整

備した署所数 
52% 

100 

(１施設) 

100 

[R７年度] 
消防総務課 

視点２ 行政サービスの質の向上 

（１）公民連携の推進 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 
包括管理委託導入による公

共施設管理業務の水準向上 

包括管理委託事業者

による付加価値提案の

達成率 

ー 100 
0 

[R７年度] 
財産管理課 

２ 
環境保全活動に係るプラット

フォーム機能の強化 

地域循環共生圏の構

築に向けた取組数（件） 
ー 5 

8 

[R７年度] 
環境政策課 

３ 

地域資源の力を活用した子ど

も・若者に対する相談支援の

実施 

実務担当者会議参加

機関数（機関） 
10  25 

24 

[R７年度] 

子ども若者 

支援課 

４ 
外国人来訪者おもてなし事

業の充実 

小田原駅観光案内所

外国人観光客利用者

数（人） 

11,300 15,000 
15,321 

[R７年度] 
観光課 

５ 
一般社団法人小田原市観

光協会主催事業の拡充 

観光協会主催事業の

総入込客数（人） 
1,068,000 2,100,000 

1,764,000 

[R７年度] 
観光課 

６ 
小中学校の用務業務の在り

方の見直し 

用務業務の委託化割

合（学校数ベース）(%) 

86.1 

（36 校中

31 校） 

91.7 

（36 校中 33

校） 

86.1 

（36 校中 31

校） 

[R７年度] 

教育総務課 

７ 
学校と地域の連携・協働の推

進体制の構築 

人材 登 録実 施 校数

（校） 
0 15 

0 

[R7 年度] 
教育総務課 

８ 
ESCO 事業による市内小中学

校の照明器具の省エネ化 

主な諸室のＬＥＤ照明

改修率（％） 
5 100 

100 

[R６年度] 
教育総務課 

９ 
期日前投票立会人へ若年層

世代を起用 

期日前投票立会人に

おける若年層世代の割

合（％） 

0 30 
1.6 

[R７年度] 

選挙管理 

委員会 
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（２）デジタル技術の活用 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 
平和啓発事業におけるデジタ

ル化の推進 

小中学校での活用率

（％） 
― 100 

20 

[R７年度] 
総務課 

２ 
特別徴収税額通知（納税義

務者用）の電子化 

電子 的 送付 利 用率

（％） 
0 20 

15 

[R７年度] 
市民税課 

３ 
課税調査に使用する家屋図

面のデジタルデータ化 

家屋見取図調査書の

デジ タルデー タ化率

（％） 

ー 100 
100 

[R７年度] 
資産税課 

４ 
タブレット端末を使用した自治

会事務の負担軽減 

行政との連絡にデジタ

ル技術を活用する自治

会の割合（％） 

ー 80 
45.3 

[R７年度] 
地域政策課 

５ 
避難行動要支援者名簿と個

別避難計画のシステム化 
個別避難計画作成数 7 220 

49 

[R７年度] 
福祉政策課 

６ 
国民健康保険の資格に係る

届出手続きの電子化 

手 続 き の 電 子 化 率

（％） 
０ 100 

100 

[R７年度] 
保険課 

７ 

建築指導に係る窓口業務に

おける電子データ化及び建築

関連情報を含めた窓口シス

テムの再構築 

窓口業務にかかる時間 12 分/回 3 分/回 

6 分/回 

[R５年度] 

※2 

建築指導課 

８ 

市立病院の窓口手続き等に

係るデジタル化・スマート化の

推進 

利便性に対する患者満

足度（％） 
75 90 

69 

[R７年度] 
医事課 

９ 消防団運営事務の見直し 
各種報告書等のオンラ

イン提出率（％） 
0 100 

100 

[R７年度] 
消防課 

10 
水道スマートメーターの試験

的導入 
設置箇所数 0 10 

15(累計) 

[R７年度] 
給排水業務課 

11 
通学路の安全対策に係る見

守りシステム導入の検討 
導入校 ― 25 

25(累計) 

[R７年度] 
保健給食課 

12 
学校給食栄養管理業務の効

率化 

市内小中学校における

児童・生徒に対する食

に関する指導年間平均

実施回数（回） 

8.17 10 
10.8 

[R７年度] 
保健給食課 

13 
小中学校就学支援事業等に

おける電子申請の導入 
電子申請率（％） ― 70 

56 

[R7 年度] 
教育指導課 

14 
小中学校副読本の在り方の

検討 

デジタル化した副読本

(種) 
0 2 

3(累計) 

[R７年度] 
教育指導課 

15 
図工展、美術展、科学展の

在り方の検討 

オンライン開催展示実

施件数(件) 
1 2 

2(累計) 

 [R７年度] 
教育指導課 

16 
農 業 委 員 会 運 営 事 務 の 

効率化 

遊休農地調査業務等

の最適化活動の一人

当たりの活動日数 

― ６日/月 
2.4 日/月 

[R７年度] 

農業委員会 

事務局 

※2 建築道路情報のデジタル化部分のみの指標 

 

 

 

 

 



 

14 

 

（３）市民の視点に立った行政サービスの提供 

No. 取組名 指標 基準値 目標値 実績値 担当課 

１ 
提案型協働事業及び市民活

動応援補助金の見直し 

補助金申込金額 

（千円） 
1,400 2,000 

2,310 

[R７年度] 
地域政策課 

２ 
市民ホール施設使用料のキ

ャッシュレス化 

年間施設使用料に占

めるキャッシュレス決済

の利用割合（％） 

50 90 
34 

[R７年度] 
文化政策課 

３ 
生涯学習センター施設使用

料の支払い日の見直し 

使用日の１週間前以降

の支払者割合（％） 
10 100 

28 

[R７年度] 
生涯学習課 

４ ごみの分別ガイドの多言語化 対応言語数 5 10 
9 

[R７年度] 
環境政策課 

５ 
指定ごみ袋発注方法のデジ

タル化 

インターネット経由の発

注割合（％）  
0 50 

3.9 

[R７年度] 
環境政策課 

６ 

野猿等対策事業に係る H 群

全頭捕獲の更なる連携の推

進 

サルの捕獲数（頭） 0 12 
12 

[R５年度] 
環境保護課 

７ 

建築に関する各種規定等情

報の提供に係るサービスの向

上 

当該 HPの月間アクセス

数 
80 250 

282 

[R７年度] 
建築指導課 

８ 魅力ある公園づくり 再整備公園数（箇所） 0 5 
2（累計） 

[R７年度] 
みどり公園課 

９ 
放課後児童クラブ運営の充

実 
クラブ入所者数（人） 1,744 1,851 

1,961 

[R７年度] 
教育総務課 

10 
かん類・びん類の収集回数の

増加 

かん類・びん類の月間

収集回数（回） 
1 2 

2 

[R７年度] 

環境事業 

センター 
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